県統計調査の調査票情報提供事務要領
１　目的

この要領は、知事が岐阜県統計調査条例（平成２０年岐阜県条例第５３号。以下「条例」という。）第１０条の規定に基づき県統計調査の調査票情報を提供するに当たっての事務処理を定めることを目的とする。

２　調査票情報を提供できる者
（１）条例第１０条第１項第１号に該当する場合

　　　国の行政機関、他の地方公共団体その他これらに準ずる次の者。
ア　統計法（平成１９年法律第５３号）第３３条第１項第１号の規定により、国が行う統計調査の調査票情報を提供できる者であって県内に事業所を有する者。具体的には、統計法第２条第２項の独立行政法人等、地方独立行政法人、岐阜県住宅供給公社、岐阜県土地開発公社。
イ　県が出資その他の財政支援等を行う法人であって、その性格及び業務内容を勘案し県の事務と密接な関係を有する法人。
　　
（２）条例第１０条第１項第２号に該当する場合

　　　大学の教授、民間研究機関等で、研究目的及び研究内容に公益性があると認められ、かつ、研究成果が公表される統計の作成又は統計的研究（以下「統計の作成等」という）を行う者であって、統計法施行規則第１１条第２項（若しくは第１９条第２項）の規定に該当しない者。
　ただし、条例第１０条第２項で、上記の者に個人又は法人その他の団体を識別することができる調査票情報を提供することを禁止しているので、注意が必要である。具体的には、事業所に関する調査票情報は名称等が分からなくても事業所が特定される可能性があることから、原則として事業所に関する調査票情報は提供しない。また、事業所以外に関する調査票情報についても、氏名、住所等の個人等を特定できる情報は提供しない。
３　調査票情報の提供の申出
調査票情報の提供を求める者は、別記様式１による申出書及び条例第１０条第１項第２号に基づく申出の場合は、別記様式１（別紙１）による誓約書を、当該県統計調査を担当する課に提出することとする。

４　申出の審査

申出書の提出を受けた課は、申出が条例第１０条に該当し、かつ、条例第１１条及び第１２条の調査票情報の適正な管理及び守秘義務等が確実に遵守されると認められるか審査する。申出書の項目ごとの審査基準は次のとおりとする。

（１）調査票情報の利用目的

①条例第１０条第１項第１号に該当する申出である場合

利用目的が、次のア～ウのいずれかであること。
ア　統計の作成目的であること

「統計の作成」とは、その統計調査が本来作成を予定していた統計以外の統計を作成することを意味する。

イ　統計的研究目的であること

「統計的研究」とは、調査票情報を利用して行う統計的手法による研究を意味する。例えば、集団の傾向等の把握のために回帰分析を行って回帰式を推定する研究等が本区分に該当する。
なお、個別の調査客体の情報に着目した個別事例研究などは含まれない。

ウ　統計を作成するための調査に係る名簿の作成目的であること

名簿は当該機関が実施する「統計を作成するための調査」のみに用いられること。「統計を作成するための調査」には、統計の作成を目的として個人又は法人その他の団体に対し意識等の報告を求めることにより行う調査（いわゆる意識調査、世論調査等）についても含まれる。

なお、「統計を作成するための調査」以外の別の目的で利用される名簿を作成することは認められない。

②条例第１０条第１項第２号に該当する申出である場合

利用目的が、前述①のア又はイのいずれかであることが必要であるとともに、研究目的及び研究内容に公益性があると認められ、かつ、研究成果が公表されること。
（２）調査票情報の利用者の範囲

調査票情報の利用者の範囲は必要最小限となっていること。また、調査票情報の集計処理等を外部委託等する場合、情報の秘密保護措置等を明らかにした契約書の写しを添付していること。申出時に契約書の写しを添付できないときは、別記様式２の申出者からの代替文書を添付していること。
（３）利用する調査票情報の名称、範囲及び媒体の種類
調査票情報の名称、年次等、地域範囲、属性的範囲が利用目的から判断して、必要最小限となっており、不要と考えられるものが含まれていないこと。

（４）利用する調査事項及び利用方法

利用する調査事項が、利用目的及び集計様式又は電子計算機による分析出力様式から判断して、必要最小限となっており、不要と考えられるものが含まれていないこと、また、添付された集計様式が既に公表されている集計結果から作成できない場合であること。

なお、調査対象の名称、住所等は、統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合以外には提供しない。
（５）利用期間

研究等の期間に照らして、適切な期間であること。
なお、利用期間は１年を限度とし、これを超える場合は改めて申出書を提出させること。
（６）利用場所、利用する環境、保管場所及び管理方法

次のア～エの条件をすべて満たし、調査票情報の利用者以外への情報漏洩や目的外の利用を防ぐ措置を講じていること。なお、ア～エの条件を満たさない正当な理由がある場合は、この限りではない。
ア　調査票情報を取り扱う者の権限及び責務並びに業務が明確にされていること。
イ　調査票情報の利用場所は、施錠可能な物理的な場所に限定されており、当該利用場所から調査票情報等が持ち出されないこと。

ウ　調査票情報が限定された媒体に格納され、当該限定された媒体が施錠可能なキャビネット等で保管されること。また、コンピュータに調査票情報及び中間生成物を残留させないこと。
エ　調査票情報を利用するコンピュータにアンチウイルスソフトの導入等セキュリティ対策を講じていること。
（７）結果の公表方法及び公表時期

集計した結果を公表する場合には、個々の調査対象に関する事項が特定、類推されることがないように、秘匿措置がなされること。

なお、結果を公表しない場合、その理由が妥当なものであること。
（８）調査票情報の利用後の処置

原則として、調査票情報及び中間生成物は、利用後、媒体からすべて消去するとともに、公表する集計表以外の中間集計表等の書類は焼却又は裁断等の方法により廃棄されること。

５　審査結果の通知

申出書の提出を受けた課は、審査の結果調査票情報を提供する場合は別記様式３により通知し、提供しない場合は別記様式４により通知する。
６　調査票情報の提供

調査票情報の提供は、大容量データ交換システムの利用を原則とする。
なお、情報漏洩防止の観点から、調査票情報は暗号化又はパスワード設定をして提供することとする。

７　調査票情報の提供を受けた者の氏名等の公表
県は、条例第１０条第１項第２号の規定に基づき調査票情報を提供したときは、当該調査票情報の提供後１月以内に、次に掲げる事項をインターネットの利用等により公表する。
（１）調査票情報の提供を受けた者の氏名又は名称

（２）提供した調査票情報に係る県統計調査の名称
（３）調査票情報を提供した年月日
（４）調査票情報の提供を受けた者（個人に限る。）の職業、所属等
調査票情報の提供を受けた者の所属及び職名を公表することを原則とする。
ただし、当該事項の公表が困難な場合、職業等のその他の事項（例えば、退官した大学教授の場合、名誉教授又は元大学教授など）を公表する。
（５）調査票情報の利用目的

８　調査票情報の利用後の処置の確認及び利用成果の報告
調査票情報の利用が終了した時は、申出者から、別記様式３（別紙１）により利用後の処置を報告させ、別記様式３（別紙２）により利用成果を報告させることとする。ただし、特別の理由があると認めた場合は、この限りではない。なお、条例第１０条第１項第２号の規定に基づく調査票情報の提供をしたときは、電磁的記録をもって作成した、統計の作成等の成果並びに報告書を添付させることとする。
９　研究成果等の公表
条例第１０条第１項第２号に基づく調査票情報の提供による統計の作成等の成果の提出があったときは、成果の提出を受けた日から原則として３月以内に、調査票情報を提供した際に公表した事項（上記７参照）に加え、報告書に記載された以下の事項をインターネットの利用等により公表する。
なお、当該公表に当たっては、利用者における学術論文の発表時期や学術雑誌等への掲載時期等との関係に留意し、利用者の権利利益を害することがないよう取り扱う。
（１）提出された統計の作成等の成果又はその概要
上記８により提出された統計の作成等の成果を公表することを原則とするが、提出された統計のファイル数が膨大、統計的研究の成果が偏見を助長するおそれがあるなど、提出された統計等をそのまま公表することが適当でないと判断される場合には、その概要を公表する。
（２）統計の作成等の成果に関連する事項
統計の作成等を行うに当たって利用した調査票情報に係る統計調査の名称、年次、当該調査票情報の地域の範囲（統計の作成等に係る地域区分）その他の当該調査票情報を特定するために必要な事項を公表する。
また、統計の作成等の方法を確認するために、知事が特に必要と認めた事項も公表する。具体的な事項としては、提供を受けた調査票情報による推計手法や分析手法など当該統計の作成等を再現するために必要な情報の提供を求め、これを公表することなどが想定される。
（３）統計又は統計的研究の成果の公表状況
提出された統計又は統計的研究の成果の全部又は一部が学術研究の成果等として学術雑誌等に掲載され又は掲載されることが予定されている場合、当該学術雑誌等の名称及び掲載年月日を公表する。
附　則

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。
附　則

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年８月１日から施行する。
附　則

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則

この要領は、令和元年５月１日から施行する。
附　則

この要領は、令和３年２月３日から施行する。
別記様式１（申出書）

文書番号　

○年○月○日　
岐阜県知事　様 
申出者　氏名
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）

県統計調査の調査票情報の提供について（申出）

岐阜県統計調査条例第１０条の規定に基づき、下記のとおり調査票情報の提供を申し出ます。 

なお、調査票情報の利用にあたって、岐阜県統計調査条例を遵守し下記の目的以外には利用しません。
記

１　申出の根拠

ア　条例第１０条第１項第１号に基づく申出

イ　条例第１０条第１項第２号に基づく申出

２　県統計調査の名称

３　調査票情報の利用目的

４　調査票情報の利用者の範囲

５　利用する調査票情報の名称及び範囲

（１）名称 

（２）年次等

（３）地域 

（４）属性的範囲 

６　利用する調査事項及び利用方法

（１）調査事項

（２）利用方法

７　利用期間

８　利用場所、利用する環境、保管場所及び管理方法

９　結果の公表方法及び公表時期（公表しない場合は、その理由）

10　調査票情報の利用後の処置

11　公表関係（条例第１０条第１項第２号に基づく申出のみ該当）
次表の各公表事項について、本申出に係る公表内容を記載してください。

	公表事項
	公表内容

	調査票情報の提供を受けた者の氏名又は名称
	

	提供した調査票情報に係る統計調査の名称
	２と同じ

	調査票情報の提供を受けた者（個人に限る。）の職業、所属、その他当該者に関する事項
	

	調査票情報の利用目的
	３と同じ


12　事務担当者

所属・氏名

住所、TEL、E-Mail
（別紙１）

　　年　　月　　日

岐阜県知事　　様
申出者　氏名
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
誓　約　書

調査票情報の提供を受け、統計の作成等を行う者が以下のいずれにも該当しないことを誓約します。

１） 以下に掲げる法律又はこれらの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

・統計法（平成１９年法律第５３号） 

・個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

・行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号） 

・独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号） 

２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。） 

３） 法人等であって、その役員のうちに上記のいずれかに該当する者がある者 

４） 暴力団員等がその事業活動を支配する者又は暴力団員等をその業務に従事させ、若しくは当該業務の補助者として使用するおそれのある者 

（様式１記入要領）

３　調査票情報の利用目的

調査票情報を利用して得ようとする資料又は情報及びその利用目的を、具体的に記載する。

≪記載例≫

・「○○統計書」に掲載する……の統計表を作成する。

・「○○計画」を策定するための基礎資料として、……の実態を把握する。

・「……に関する研究」の一環として、……について分析する基礎資料を得る。

４　調査票情報の利用者の範囲

利用者の所属名、役職名、氏名等を記載する。なお、組織で使用し、個別の使用者を特定できない場合には、使用する組織をできるだけ限定的に記載する。

また、集計業務等の調査票情報の利用に係る業務を外部の者に委託等する場合は、契約書の写しを添付する。申出時に契約書の写しを添付できないときは、別記様式２の代替文書を添付すること。

なお、調査票情報の利用に係る業務を委託する場合は、秘密保護の観点から、次の事項を契約書に明記する等適切な措置を講ずることとする。

① 善良なる管理者の注意義務に関する事項

② 業務上知り得た事項に係る秘密保持義務に関する事項

③ 関係資料の適正管理義務に関する事項

④ 調査票情報の転写、貸与及び提供の禁止に関する事項

⑤ 調査票情報の集計のための作業の過程で作成し、不要となった入出力媒体の廃棄に関する事項

⑥ 業務の再委託の禁止に関する事項

⑦ 調査票情報の管理状況についての検査に関する事項

⑧ 事故又は災害発生時における報告に関する事項

⑨ 違反した場合の契約解除の措置その他必要な事項

≪記載例≫

・○○市○○課○○係長○○○○（氏名）

・○○市○○課の○○担当職員

・○○から集計事務を受託した株式会社○○の○○部○○課の電子計算機担当職員

５　利用する調査票情報の名称及び範囲

利用する調査票情報がどの調査票に関するものか記載する。なお、調査票が多くなる場合は（１）～（４）を整理する等、分かりやすく記載する。

≪記載例≫

（１）名称　　○○調査票

（２）年次等　〇〇年、〇〇年４月分から〇〇年３月分までの各月分

（３）地域　　○○市分

（４）属性的範囲　調査対象、従業員○○人以上の事業所、○○業に属する事業所

６　利用する調査事項及び利用方法

（１）調査事項

調査票の調査事項のうち、利用する事項をすべて記載する。

≪記載例≫

・生産額、出荷額、・・・・

（２）利用方法

調査票情報を利用する方法について、具体的に記載する。

統計の作成を行う場合は、集計様式を添付する。

統計的研究を行う場合は、具体的な分析手法等を記述し、主な出力表を添付する。

≪記載例≫

・○○市○○部○○課の○○担当職員が、同課内で業務用のパソコンを使い、大容量データ交換システムで提供を受けたデータをダウンロードして集計を行う。集計様式は別添のとおり。

７　利用期間

希望する利用期間について、その始期と終期を記載する。

≪記載例≫

・提供を受けた日から○年○月○日までの間

８　利用場所、利用する環境、保管場所及び管理方法

調査票情報を利用し保管する場所は、限定して具体的に記載する。

≪記載例≫

施錠可能な○○市○○部○○課内に限定して利用し持ち出しを禁止する。また、セキュリティ対策を講じたパソコンで調査票情報を利用するとともに、調査票情報及び中間生成物は全て外付けのドライブに格納し、サーバー及びクライアントに内蔵される記憶装置には一切の情報の蓄積を行わない。さらに、これらの情報を利用しないときは、当該外付けのドライブをサーバー及びクライアントから外し、同課内の施錠可能なキャビネットで施錠して保管する。保管管理責任者は同課の○○係長とする。

９　結果の公表方法及び公表時期

公表しない場合は、その理由を明記する。

≪記載例≫

・集計表を「○○統計書」の一部として○○年○月末日までに公表するとともに、ホームページでも同時に公表する。

なお、公表の際、事業所数が１若しくは２となる場合には秘匿するほか、３以上となる場合であっても、個々の事業所の秘密が漏れない方法により行う。

・○○計画策定のための基礎資料として、○○年○月に○○審議会に資料提出し、公表する。

・○○年○月までに策定する○○計画への掲載をもって、公表とする。

10　調査票情報の利用後の処置

調査票情報の利用後の廃棄処置を記載する。利用後すぐに廃棄しない場合は、その理由と廃棄する時期を記載する。

≪記載例≫

・提供を受けた調査票情報及び中間生成物は利用終了後直ちにすべて消去する。公表しない中間集計表等の印刷した書類は、利用終了後直ちに裁断する。

・公表後、○年間は○○課で保管する。理由は、・・・・・。

保管期間終了後は、提供を受けた調査票情報及び中間生成物は直ちに消去する。
（様式１参考資料：申出者へ事前に提供する）

岐阜県統計調査条例（平成20年岐阜県条例第53号）（抄）
（調査票情報の提供）
第十条　知事等は、次の各号に掲げる者が当該各号に定める行為を行う場合には、これらの者からの求めに応じ、その行った県統計調査に係る調査票情報をこれらの者に提供することができる。
一　国の行政機関、他の地方公共団体その他これらに準ずる者　統計の作成等又は統計調査その他の統計を作成するための調査に係る名簿の作成
二　学術研究の発展に資する統計の作成等その他の公益性を有する統計の作成等を行う者　当該公益性を有する統計の作成等
２　前項の規定にかかわらず、知事等は、個人又は法人その他の団体を識別することができる調査票情報を同項第二号に掲げる者に提供してはならない。
３　知事等は、第一項（第一号を除く。以下この項及び次項において同じ。）の規定により調査票情報を提供したときは、次に掲げる事項をインターネットの利用その他の適切な方法により公表しなければならない。

一　第一項の規定により調査票情報の提供を受けた者の氏名又は名称

二　第一項の規定により提供した調査票情報に係る県統計調査の名称

三　前二号に掲げるもののほか、知事等が定める事項

４　第一項の規定により調査票情報の提供を受けた者は、当該調査票情報を利用して統計の作成等を行ったときは、遅滞なく、作成した統計又は行った統計的研究の成果を当該調査票情報を提供した知事等に提出しなければならない。

５　知事等は、前項の規定により統計又は統計的研究の成果が提出されたときは、次に掲げる事項をインターネットの利用その他の適切な方法により公表するものとする。

一　第三項第一号及び第二号に掲げる事項

二　前項の規定により提出された統計若しくは統計的研究の成果又はその概要

三　前二号に掲げるもののほか、知事等が定める事項
（調査票情報の提供を受けた者による適正な管理）
第十一条　前条の規定により調査票情報の提供を受けた者は、当該調査票情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。
２　前項の規定は、前条の規定により調査票情報の提供を受けた者から当該調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者について準用する。
（調査票情報の提供を受けた者の守秘義務等）
第十二条　次の各号に掲げる者は、当該各号に定める業務に関して知り得た個人又は法人その他の団体の秘密を漏らしてはならない。
一　第十条の規定により調査票情報の提供を受けた者であって、当該調査票情報の取扱いに従事する者又は従事していた者　当該調査票情報を取り扱う業務
二　第十条の規定により調査票情報の提供を受けた者から当該調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従事する者又は従事していた者 当該委託に係る業務
２　第十条の規定により調査票情報の提供を受けた者又は同条の規定により調査票情報の提供を受けた者から当該調査票情報の取扱いに関する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従事する者若しくは従事していた者は、当該調査票情報をその提供を受けた目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供してはならない。
（罰則）
第十四条　次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。
一　（略）
二　第十二条第一項の規定に違反して、その業務に関して知り得た個人又は法人その他の団体の秘密を漏らした者
２　（略）
第十五条　第十二条第一項各号に掲げる者が、その取扱い又は利用に係る調査票情報を自己又は第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。
別記様式２（申出時に契約書の写しを添付できないときの代替文書）

○年○月○日　

岐阜県知事　様

申出者　氏名
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
調査票情報の提供申出に係る集計等業務委託契約における秘密保持義務等に関する

事項の明記について

○年○月○日付け（文書番号）で提供の申出を行った県統計調査に係る調査票情報については、集計等の業務を（受託者名）に委託することとしているが、現在、委託契約の締結事務を進めており、申出書に契約書の写しを添付することができない。

当該契約書の写しは、契約締結後速やかに貴職あてに送付するが、現時点において契約書において、調査票情報の適正な管理や秘密保護等に関して、下記の事項について明記することとしているので、よろしくお取り計らい願いたい。

記

①善良なる管理者の注意義務に関する事項

②業務上知り得た事項に係る秘密保持義務に関する事項

③関係資料の適正管理義務に関する事項

④調査票情報の転写、貸与及び提供の禁止に関する事項

⑤調査票情報の集計のための作業の過程で作成し、不要となった入出力媒体の廃棄に関する事項

⑥業務の再委託の禁止に関する事項

⑦調査票情報の管理状況についての検査に関する事項

⑧事故又は災害発生時における報告に関する事項

⑨違反した場合の契約解除の措置その他必要な事項

別記様式３（承諾通知）

文書番号　

○年○月○日　

（申 出 者） 様 

岐阜県知事　○○○　

県統計調査の調査票情報の提供について（通知）

○年○月○日付け第○○号の申出について、下記の事項を条件として、岐阜県統計調査条例第１０条の規定に基づき調査票情報を提供します。 

申出事項に変更が生じたときには、改めて申出を行ってください。

なお、利用後は、別紙１により調査票情報の利用後の処置及び別紙２により調査票情報の利用の成果を報告してください。

　記　
（注）１．下線部は、条件付の提供のときのみ記載する。

　　　２．波線部は、特別の理由があると認めて報告を求めないときは削除する。
（別紙１）

文書番号　

○年○月○日　

岐阜県知事　様 

申出者　氏名
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）

調査票情報の利用後の処置について

○年○月○日付け○第○○号で提供を受けた○○○調査の調査票情報について、下記のとおり処置しましたので、報告します。

記

１　調査票情報等の内容と処置の方法

　≪記載例≫

　　　提供を受けた○○○調査の調査票情報及びコンピュータによる中間生成物はすべて消去した。

公表する集計表及び秘匿措置前の集計表以外の書類はすべて裁断した。なお、秘匿措置前の集計表は保存期間終了後（○年○月○日）焼却する。
２　処置した者

３　処置した年月日

　　　　　年　　月　　日
（注）「処置した者」は、申出書の記載を踏まえて記述してください。したがって、組織的な使用をしている場合には、「○○課○○係の職員」等と記述してください。
（別紙２）

文書番号　

○年○月○日　

岐阜県知事　様 

申出者　氏名
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）

調査票情報の利用による成果について

○年○月○日付け○第○○号で提供を受けた○○○調査の調査票情報の利用による成果について、下記のとおり報告します。

記

≪記載例≫

・　別添のとおり、……の統計表を作成し「○○統計書」（○年○月発行）に掲載する。

・　「○○計画」を策定するための基礎資料として、○○、○○等の統計を作成し、○○の実態を把握した。実態把握結果の概要は別添のとおり。なお、「○○計画」は○年○月までに策定する予定である。

詳細は以下のHP 参照

http://www.xxxxxxxxx.com 

（注）１．申出書の利用目的欄の記載を踏まえ、調査票情報の利用による成果について、その概要を記載し、必要に応じて、資料を添付してください。なお、条例第１０条第１項第２号に基づく調査票情報の提供を受けた場合は、インターネットの利用等により公表するため、統計の作成等に係る成果並びに報告書を電磁的記録をもって作成し、添付してください。

２．本報告は、申出書に記載した利用目的を達した時点で、提出してください。
３．調査票情報を利用した結果、所期の目的を達しなかった場合は、その旨を報告してください。

別記様式４（不承諾通知）

文書番号　

○年○月○日　

（申 出 者） 様 

岐阜県知事　○○○　

県統計調査の調査票情報の提供について（通知）

○年○月○日付け第○○号の申出について、下記の理由により、承諾しないこととしましたので、通知します。 

記
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